
終了時評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：テレビ番組による授業改善プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態： 

技術協力プロジェクト（業務実施契約） 

主管部署：人間開発部 

基礎教育グループ 

基礎教育第一課 

協力総額（2008 年 8 月現在）： 

555,075（千円） 

先方関係機関：教育カリキュラム開発局、国立教育

メディアセンター、東セピック州教育局、ブーゲン

ビル自治州教育局 

協力期間： 

（R/D 署名）2005 年 7 月 6 日 

（延長：R/D 改訂署名）2006 年 12 月 22 日 

3 年 3 カ月（2005.8.28～2008.11.30） 日本側協力機関：JICA 

業務委託先：アイ・シー・ネット株式会社 

1-1 協力の背景と概要 

パプアニューギニア（PNG）では山岳地域と離島が国土の大部分を占めるため、都市から隔

絶した小規模な小中学校が多数点在する。特にアクセスの困難な遠隔地では教育施設や教員の

質・量が極めて不足している。PNG 政府は 1993 年からカリキュラム改革を実施、翌 94 年に

は「教育開発計画 1995－2004」を策定した。この計画では、9 年間の基礎教育をすべての子ど

もが修了すること、そのために遠隔地における質の高い基礎教育の普及を掲げている。 
 このような教育改革のなか、日本政府は特に遠隔教育の分野での支援を継続して行ってき

た。1999 年には無償資金協力「放送教育用教材開発センター整備計画」を実施、国立教育メ

ディアセンター（NEMC）を建設、また 2002 年から 2004 年にかけて、開発パートナー事業「ラ

イブ授業放送を利用した遠隔地教育」にて地方 4 州の小学校 40 校に対して、首都のモデル校

のモデル授業をテレビ番組として放映する遠隔地教育のパイロットプロジェクトを実施した。

同プロジェクトでは、テレビ受信校の生徒の学習態度の改善、教師の指導知識や教授法の改善

という成果を残し、PNG 政府はこれを高く評価した。これを受け、メディアセンターを活用

したテレビ授業の継続と現職教員研修への支援を日本に要請し、テレビ番組を活用した遠隔教

育により授業の質の改善を図ることを目的とした「テレビ番組による授業改善プロジェクト」

（EQUITV）の実施に至った。本プロジェクトは、開発パートナー事業の実績を踏まえつつ、

PNG が抱える遠隔地教育課題への対応のひとつとして、「テレビ授業」というアプローチを取

るいわば実験的な要素を含む案件である。 
当初、本プロジェクト期間は 2008 年 3 月までと設定されていたが、2006 年 9 月の運営指導

調査により活動計画の修正が行われ、2008 年 11 月まで 8 カ月間の期間延長となった。 
 
 



1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。

(2) プロジェクト目標 

協力対象の小学校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が

改善する。 

(3) 成果 

①質の高いモデル授業が継続的に配信される。 

 ②テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。 

 ③テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。 

  ④テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。 

(4) 投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

日本側： 

・ 日本人専門家：13 分野 

総括、教育計画、教育番組制作（映像技術）、教育番組

制作（教材設計・制作管理）、教育番組制作（視聴覚機

材保守管理）、理科教育（教材作成・カリキュラム分析）、

算数･数学教育、モニタリング・評価（モニタリング計

画）、モニタリング・評価（テレビ授業モニタリング）、

教授法、遠隔教育、学校運営、計 103.85M/M 

・研修員受入：5 人、計 2.67M/M 

 

・資機材供与費 ：計 34,145 千円 

 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 又地 淳 JICA 国際協力専門員 
評価計画 1 横田 隆浩 JICA パプアニューギニア事務所所員 
評価計画 2 中村 寿美子 JICA 人間開発部基礎教育第一課職員 

調査者 

評価分析 關谷 武司 クリスタルインテリジェンス株式会社代表取締役 
調査期間 2008 年 8 月 16 日～2008 年 8 月 30 日 

（コンサルタント団員は 8 月 6 日～8 月 30 日）

調査の種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

【成果】 

(1) 質の高いモデル授業が継続的に配信される。 

プロジェクトチームは、8 年生向け番組の制作・配信（208 本）、その前半部分の改訂版制作・

配信、そして現在 7 年生向けの番組制作・配信（評価時点で 133 本）を行っている。 

モデル教師はいまだ教科知識が不足しているが、授業の進行や時間をコントロールし、授業

案どおりに授業展開できるようになった。番組制作スタッフは独力で番組を制作・配信するこ

とが可能な能力を身に付けた。また、各委員会の活動ガイドラインが作成された。 

 



(2) テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。 

テレビ授業を活用するための教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが作成・配布された。

配布については一部遅延もあったが、内容については受信校教員から高く評価された。 

番組の活用方法を 5 分程度でまとめた「Hint＆Tips」番組と現職教員研修ディプロマ（コース）

（DEPI）番組は計画どおり作成されている。ただし、同番組は午後 2 時から 3 時の授業時間中

に配信されているため、インタビューによるとほとんどの教師は視聴していないとのことであ

った。 

州教育局視学官については、プロジェクトを通した州モニタリング委員会の活動などにより、

モニタリング計画ができるようになるなどそのキャパシティが向上した。また、モニタリング

委員会によって、ベースライン・エンドライン調査が計画どおり実施され、調査報告書が作成

されている。各学校の校長にもデータはフィードバックされている。 

(3) テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。 

プロジェクト対象校へのテレビ番組受信用機材の配備は概ね予定どおり完了した。全体の約

50％以上の学校で、テレビを地域住民に開放し、週末にラグビーの試合観戦の機会を提供する

ことで、運営資金を集めている例があった。その他、学校運営委員会（BOM）を通じて、視聴

覚教室用に机を整備したり、機材のセキュリティにかかる経費や労力を提供したりするなど、

地域住民による受信校への支援の増加がみられた。 

プロジェクトでは学校レベルでの適切なテレビ機材の保守管理のためのメンテナンスハン

ドブックを作成し、2007 年末にはすべての学校へ配布した。加えて、各州においては学校に設

置されたテレビ機材の故障に対応するために、教育局職員と職業訓練学校教員を中心にしたサ

ービスチームが組織され、メンバーは軽微なトラブルの対応を行えるようになっている。 

(4) テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。 

プロジェクト活動の全国展開に関する実現可能性調査報告書は、計画どおり作成が進んでい

る。遠隔教員研修プログラムに関するレポートはすでに作成され、提出された。 

 

 以上、4 つのコンポーネントを総合的にみれば、プロジェクトの成果は現時点まで概ね計画どお

り達成されつつあると判断される。 

 

【プロジェクト目標】 

協力対象の小学校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が

改善する。 

テレビ番組を視聴している生徒数は 2006 年 2,885 人（8 年生）、2007 年 2,817 人（8 年生）から、

2008 年には 5,492 人（7,8 年生）と増加している。 

テレビ番組を活用している教員数も 2006 年・2008 年の 8 年生担当が 202 人、2008 年はそれに 7

年生が加わり 404 人と増加している。 

プロジェクトが実施した授業観察結果からは、テレビ授業を活用する教師は、伝統的な教師中心

主義のスタイルから脱却しつつあり、指導方法、クラス運営、そして生徒に考えさせる質問技法を



身に付け始めたと確認できた。 

生徒の活動も活発で、グループ内で教え合ったりするなど、非テレビ受信校での授業観察との比

較を通して違いが確認できた。また、生徒の理解力については、ベースラインやエンドライン調査

の結果から、非テレビ受信校に比べて、受信校の生徒の学力テストの伸びが向上したことが確認さ

れた。 

以上のことより、プロジェクト目標はほぼ達成されつつあると判断される。  

 

【上位目標】 

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。 

各学校独自の努力でテレビ受信環境を整備することを期待された啓発校1は、現時点で 70 校に達

し、計画を上回るペースで拡大している。これらの啓発校においてテレビ授業を受けた生徒数は

2008 年で 6,613 人、テレビ授業を行った教員数は 458 人まで増加した。啓発校においても、プロジ

ェクト対象校と同様に、教師が教科知識や指導法を習得し、生徒の学習態度や学力にポジティブな

変化がみられる。 

ブーゲンビル自治州（ARB）と東セピック州では、域内での全校テレビ授業普及を目指した計

画が議会で承認され、今年から準備が進められることになっている。 

以上のことから、将来的には上位目標の達成は期待できると判断した。 

 

【スーパーゴール】 

すべての小学校において、テレビを活用した遠隔地教育により授業の質が改善する。 

本調査時点までに、PNG の新カリキュラム対象校（1,651 校）のうち 17.3％を占める 287 校にお

いてテレビ授業が活用されていることが確認されている。テレビ授業を受けた生徒数は、2006 年

4,565 人、2007 年 9,309 人、2008 年 19,695 人と増加している。テレビ授業を活用した教員数も、2006

年 310 人、2007 年 618 人、2008 年 1,348 人と増加している。教育省ではすでに全国への拡大を目

指したテレビ授業に関する政策（EQUITV Sustainable Plan）や実施計画のドラフトを作成済みであ

る。 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

PNG 教育省は 1993 年からカリキュラム改革を実施、翌 94 年には「教育開発計画 1995－2004」

を策定した。同計画では、遠隔地における基礎教育の質の向上を掲げており本協力と一致する。ま

た、1993 年のカリキュラム改革により初等教育が 8 年生まで延長されたため、それまで 6 年生ま

での生徒を指導してきた小学校教師が、従来は中学校の内容である 7 年生、8 年生の教科内容まで

指導しなければならなくなり、特に教科知識の乏しい理数科の指導は困難となった。一方、同国は

山岳地域と離島地域が国土の大部分を占めるため、都市から隔絶した遠隔地の教員が対面式（Face 

to Face）の研修などを通して能力の向上を図るのは容易ではない。 

                                                   
1 プロジェクトでテレビ機材を供与しないが、各学校の自助努力によりテレビ授業実施のための環境整備を行うよう

にプロジェクトにおいて啓発を実施した学校。プロジェクト対象校ではない。 



このような状況下、PNG 政府は、基礎教育、遠隔地教育を政策優先課題と位置づけ、日本には

これらの経験の蓄積もあることから本プロジェクトを実施した。本プロジェクトでは、テレビを通

して首都のモデル授業を地方の遠隔地の学校へ提供することで、効果的・効率的に現地のニーズに

応えることができている。 

以上のことより、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 

(2)  有効性：高い 

本プロジェクトは、首都の学校で行われている授業を、テレビ配信により遠隔地の教室内で見る

ことを可能とする。また、テレビ授業を教師と生徒へ同時に投入することが可能となる。さらに、

テレビ授業の活用効果を高めるために教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが開発され、テレ

ビメディアが持つ一方向性のデメリットを補うことができる。 

また、学校レベルでのテレビ授業活用をサポートするための学校運営委員会への啓発活動によ

り、学校運営委員会は必要経費の捻出や機材セキュリティへの協力などを行っている。州の教育委

員会はモニタリングを実施し、サービスチームの活動と合わせて、学校を支援している。 

以上のように計画された成果は達成されつつあり、それらがプロジェクト目標の達成へと貢献し

ていることから、本プロジェクト実施の有効性は高いと判断される。 

(3)  効率性：全体としては高いが、個々の活動レベルでは低いところもみられる 

本プロジェクトでは全体の投入量が通常の 3 年程度のプロジェクトに比べるとやや多くなって

いるものの、多岐にわたる多くの活動を限られた期間と予算で実施し、計画された成果を概ね達成

していることから、プロジェクト全体としての効率性は高いといえる。ただし、その効率性の高さ

は、関係者の業務過多とテレビ授業の質をある程度犠牲にすることによって補われた面がある。 

個々の活動レベルでは、教育省側の予算支出の遅れによる活動の遅延、多数の主要カウンターパ

ート（Counterpart: C/P）の流出、初年度作成した全番組の半数の改訂などもあり、効率性の低い部

分も散見される。 

(4)  インパクト：非常に高い 

対象州のブーゲンビル自治州、東セピック州では、州全域への拡大計画を決定し、2007 年 12 月

に州政府の承認も得ている。啓発州の東ニューブリテン州では、当初計画の 2 倍以上の小学校が自

助努力でテレビを購入し、テレビ授業を利用し始めており、上位目標の達成に向けた活動が進んで

いる。 

これ以外にも、テレビ授業プログラムを活用したことで、生徒の出席率向上、教室内でのジェン

ダー配慮、コミュニティと学校との連携強化などさまざまな予期せぬ効果がみられている。テレビ

授業に対する生徒の関心も高く、学力の向上傾向が確認された。 

以上のことから、本プロジェクト実施のインパクトは非常に高いと判断される。 

(5)  自立発展性：中程度 

政策面に関し、2008 年 7 月 18 日の教育省幹部会議において、全国へプロジェクトを展開するこ

とが決定された。教育省は全国展開計画を策定済みであり、今後も政策的支援は継続するものと考

えられる。一方で、その実施については実際の予算承認を待たねばならず、現時点において、その

見込みは未定である。 



組織・財政面に関し、全国展開する場合でも、テレビ番組制作に関する業務は、メディアセンタ

ーなど中央レベルでの番組制作・配信については現行の業務から大きく変わらないため、現状のま

までも継続可能であると思われるが、データ処理、地方支援、モニタリングなどについては、現在

の組織では対応できず、新たに構築していく必要がある。 

技術面について、対象州 2 州においてテレビ授業の配信と受信校によるテレビ授業の活用は、現

状維持レベルではほぼ継続されると思われる。また、番組制作スタッフは自力で通常の活動を継続

できるレベルに能力は向上している。 

以上のことから、本プロジェクト実施後の自立発展性は中程度と判断される。 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 プロジェクトアプローチ 

・ テレビ授業を通して、教員には教科知識の復習や新しい指導法の習得、生徒へは質の高い授

業の機会が同時に与えられる。 

・ テレビを使うことで、遠隔地の学校でも首都の授業を、内容の質的低下なしに生徒・教員と

もに見ることができる。 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 実施計画に関すること 

 プロジェクトデザイン 

本プロジェクトには、年間 200 本を超える番組の制作・配信だけでなく、全授業に用いる教師用・

生徒用教材の作成、遠隔地の啓発活動・技術的支援、モニタリング、現職教員研修番組の試作・試

行など、複数のプロジェクトにも匹敵するだけのコンポーネントが含まれていたといえる。よって、

2006 年 9 月に実施した運営指導調査において活動計画の修正が行われ、プロジェクト期間を 3 年 3

カ月（プロジェクト形成時 2 年 7 カ月）に変更する必要があった。さらに、プロジェクトを実施す

るなかで、モデル教師の教科知識・理解度の低さが課題となったが、当初計画への追加的な対応に

よって目標達成に大きな影響を及ぼさなかった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 実施上の問題 

・ 2006 年、2007 年と続けて教育省の予算支出が大幅に遅れ、特に 2007 年は地方における活動

がすべて 10 月まで停止し、プロジェクトの進捗に大きな影響を及ぼした。 

・ 啓発校が予想以上に増加したため、教材印刷費用が不足する事態となった。このため、2006

年にはすべての生徒へワークシートを配布できていたのが、2007 年以降は各教室に 10～20

冊程度しか配布できなかった。 

・ 2007 年 8 月にブーゲンビル自治州ブカ地域において、現地テレビ局である EMTV の中継ア

ンテナが倒壊した。これにより、その地域のテレビ配信がストップし、DVD による代替が行

われた。 

 



 カウンターパートのオーバーワーク 

こうした理由から、プロジェクトの前半部分では、モデル教師や番組制作スタッフをはじめとし

た C/P の業務負担はきわめて大きく、活動は連日深夜にまで及んだが、2006 年 9 月に行われた運

営指導による提言を受け、各委員会の活動ガイドブックの作成を通してワークフローを明確にする

ことにより、業務過多を軽減するための措置がとられた。 

 運営体制の合理化 

プロジェクト開始当初、上位組織である 3 つの連絡委員会とその下部組織として 8 つの作業委員会

が組織された。しかしながら、効率化を目指して、2006 年 9 月から作業委員会は 5 つに統合され

た。 

3-5 結論 

本プロジェクトではほぼ計画どおり活動が実施され、所期の成果を達成し、質の向上や教室にお

ける生徒のポジティブな変化も確認されている。テレビ授業の質の改善やモニタリングの強化など

引き続き取り組まれるべき課題があるが、調査団は、プロジェクト期間の終了までにプロジェクト

の目標は達成されると判断した。 

3-6 提言  

【現状に見る課題と対応策の提言】 

１．テレビ授業の改善点 
(1) 生徒が書き写す時間を十分にとる 

授業のまとめ、演習問題の回答などテレビ授業の内容を生徒がノートに書き写す時間を長めにと

る必要がある。 

(2) 「Hint & Tips」 を日々の授業に直接関連するものにする 

現場で役に立つノウハウを短くまとめた番組である「Hint & Tips」が効果的に活用されるために、

「Hint & Tips」で取り扱われる内容を、日々の授業に直接関連するものにする必要がある。教員が

多忙な時間は避けるなど、配信の時間への配慮も必要である。 

(3) 受信校の生徒が実際に入手可能な材料を用いた実験を増やす 

ビーカーやフラスコなど、地方の学校では手に入りにくい実験器具をテレビで見ることができる

ことが、生徒にとって大きなメリットになっているが、それに加え、地方でも入手可能な材料を用

いて受信校でも実施可能な実験を増やすことが望まれる。 

 

２．教師用・生徒用教材の配布 

教師用ハンドブックや生徒用ワークシートの配布に関して、遅れる原因を洗い出し、すぐに対

策を講じる必要がある。さらに、将来的には、1 年分をまとめて前年の 12 月までに送付すること

や、各州で印刷を行うことなど、より確実で効率的な配布方法を考える必要がある。 

 

３． モニタリング・システムの強化 

モニタリング委員会のメンバーに対して簡単なモニタリング結果の分析のトレーニング等を行

い、モニタリング結果の分析とフィードバックの仕組みを確立することが必要である。将来的には



モデル授業の質を視聴者である生徒や教員がモニタリングする仕組みを作ることも重要である。 

 

４． 授業の DVD 化 

後述の柔軟性の確保にもつながるため、テレビ授業の DVD 化は引き続き積極的に進めていく

ことが望ましい。 

 

【中期的（3 年から 5 年程度）視点からの提言】 

１．テレビ授業の質の改善のために 

(1) モデル教師に加え、メディア・カリキュラム・オフィサーなど教科内容の専門家を含めたチー

ムとして確認できる体制を作り、日本人専門家の支援なしに PNG 側だけで質を確保する仕組みを

確立する。 

(2) モデル教師自身が授業内容の質と授業実施の質の両方をチェックできるようにするために、モ

デル教師として教科内容に精通し、教え方にも優れた人材を採用するために、人材を広く公募する

仕組みを考える。全国から人材を募集するためには、モデル教師のポストを教員養成校の講師並み

のポストにし、社宅などの福利厚生を充実させる必要がある。 

 

２．全国展開 

(1) 全国展開にあたっては、各州への支援を行うモニタリング委員会や遠隔地支援委員会のメンバ

ーの増員や専任化ならびに、中央レベルでの専任部署の設置の必要があるため、教育省内の組織づ

くりを早急に検討しておく必要がある。 

(2) 全国展開に向けては、中継器からの信号が届かない地域、電化されていない地域における対応

を考えておく必要がある。特に、僻地ほど両者の問題が深刻であり、さらに都市の学校に比べ学校

運営委員会の収入も少ないところが多いため、テレビ授業導入と維持の条件がいっそう厳しくなる

ので、それらに対する保護策を考える必要がある。 

 

【長期的（5 年から 10 年程度）視点からの提言】 

１． 受信校教員の自由度の確保 

・ 長期的には、テレビ授業の時間に拘束されずに各学校が独自の時間割を作成できるように、

受信校教員がテレビ授業の活用について、その使用方法を選択できるようにするために、DVD

化するなどの工夫が必要である。 

２．受信校教員の教科内容の改善のためのプログラムの開発 

長期的に PNG の教育の質を上げるためには、受信校教員の教科知識や指導法を継続的に強化し

ていくことは不可欠であるため、現職研修としての機能を果たすような機能を教師用ガイドに付与

することの検討が必要である。 

３．受信校ネットワークの形成 

テレビ授業を活用している学校を中心として地域の教員が集まり、現職研修の場として機能する

ようなネットワークを構築することが望まれる。 



3-6 教訓 

1.プロジェクトのデザイン 

本プロジェクトの活動量の多さを考えると、JICA 支援プロジェクトとして 1 年目は教材作成、2

年目は授業案づくり、3 年目に撮影と配信など段階的に取り組む方法や、年間 1 科目ずつ制作する

方法、あるいはプロジェクトとしての実施期間を長くするなどの方法も考えられた。 

2.対象学年 

モデル教師の教科知識を低学年から段階的に向上させていく必要性などを考えると、低学年の番

組制作を行ってから高学年を行うほうが、より効率的な運営ができたと思われる。 

3-7．今後の方向性 

1. PNG の教育セクター全体を俯瞰した上での JICA の支援戦略の必要性 

 本プロジェクトが終了するにあたって、PNG 側のインフラ整備の状況、教育セクター全体の

戦略などの位置づけや優先順位づけ、特にテレビや DVD などのメディアを使った教育支援が国の

教育政策のなかでどのように位置づけられるのかを確認することが重要である。そのうえで、JICA

がこれまで行ってきた支援を踏まえて、PNG に対する支援戦略、今後の方向性を検討していく必

要がある。 

以上

 

 




